
働く人が職場で活動的に過ごすためのポイント

⚫ 働く世代は運動習慣者が少ない傾向があり、特にオフィスワーカーのように座って仕事をする時間が
長い職種では、歩数が少なく、身体活動レベルが低くなる可能性が高い。

⚫ 身体活動不足と長い座位時間は、２型糖尿病、運動器障害などの健康リスクを高めるとともに、腰痛
や肩こり、頭痛につながりやすく、労働生産性にも影響する可能性がある。

⚫ 働く人が職場で活動的に過ごせるような取組は、働く人の健康を守るとともに、労働生産性を高める
上でも重要である。

⚫ ここでは、座って仕事をする時間が長い人が職場で活動的に過ごすための対策を講じるうえで、参考
となる理論モデルと研究事例について紹介する。

１ 社会生態学モデル

⚫ 働く人が職場で活動的に過ごすためには、個人がその重

要性を認識し、意識的に取り組むことが重要です。しか

しながら、余暇時間ではなく労働時間において、活動的

に過ごすことを重要視するには、個人の努力だけでは難

しい側面があります。職場で活動的に過ごすことの意義

について共通認識がなければ、職場の同僚から、「仕事

をさぼっている」と勘違いされてしまうかもしれません。

長時間、座って仕事することを強要されるような職場環

境では、個人の努力で活動的に過ごすことは困難です。

⚫ 近年、図１に示すような社会生態学モデルが注目されて

おり、人の行動に影響する要因が多層的であることが示

されています1)。すなわち、個人だけに働きかけるので

はなく、組織レベル、地域レベル、政策レベルでの対策

を講じることで、集団全体への効果が高まるのです。

ポイント

２ 行動変容を促すモデルについて

⚫ 働く人が職場で活動的に過ごすために、多層的な対策を

講じる場合、具体的にどのような対策を講じればよいで

しょうか。人の行動を科学する行動科学理論には、様々

な理論がありますが、その１つにCOM-Bモデルという

考え方があります2)。この理論は、行動（Behaviour）

は 、 そ れ を 行 う 能 力 （ Capability ） 、 機 会

（Opportunity）、モチベーション（Motivation）が総

合的に作用することで生じるという考えに基づきます

（図２）。

⚫ 能力としては、身体的な能力と心理的な能力があります。

身体的な能力はトレーニングによって高めることができ

ますが、心理的な能力を高めるためには、知識を提供し

理解を深めるための教育も重要になります。機会は物理

的な機会と社会文化的な機会があり、いずれも環境の変

化が必要となります。モチベーションには内発的モチ

ベーションと外発的モチベーションがあります。内発的

モチベーションを高めるには、知識を提供し理解を深め

ることで、その行動に対して肯定的に考えられるように

する必要があります。インセンティブや環境の変化があ

れば、外発的モチベーションが高まります。
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図２ COM-Bモデル2）
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図１ 社会生態学モデル1）

（一部改変）

個人内：
性、年齢、遺伝的要因、

知識、態度

組織：学校、職場、
所属組織

個人間：友人、家族、
社会的ネットワーク

地域：
社会格差、経済状況、歩道、

公園、都市構造、治安

政策：法律、政策

※参考文献１を元に、令和４年
度厚生労働科学研究費補助金
「健康づくりのための身体活
動・運動の実践に影響を及ぼ
す原因の解明と科学的根拠に
基づく対策の推進のためのエ
ビデンス創出」研究班により
作成



①健康・安全関連法（O）

②身体活動ガイドライン（O,M）

③実施規則（O,M）

④計画と区切り（O,M）

⑤インセンティブや税金還付（O）

⑥組織のポリシー（O,M）

⑦リーダーシップ（O,M）

⑧仕事関連の相互作用（O,M）

⑨職務（O）

⑩勤務時間（O）

⑪社会的相互作用（O.M）

⑫仕事関連の相互作用（O,M）

⑬職場主導の運動教室など（O,M）

人口統計学的

生物学的

心理学的

⑮天気（O,M）

⑯日照時間（O,M）

⑰地形（O,M）

⑱歩道（O,M）

⑲活動的な移動（C,O,M）

⑳職場から離れた目的地（O,M）

㉑階段の場所（O,M）

㉒建物のレイアウト（O,M）

㉓自転車置き場（M）

㉔シャワールーム（O）

㉕フィットネスルーム（O）

㉖スタンディングデスク（O）

㉗活動的でいられる職場環境（O）

政策

組織

社会文化的

個人

自然環境

建造環境

建築設計

社会文化的

⑭情報提供（M）

能力（C）・機会（O）・モチベーション（M）

職場での身体活動の推進策

物理的

オフィス人間工学

働く人が職場で活動的に過ごすためのポイント

⚫ 上記の社会生態学モデルとCOM-Bモデルを組み合わせ

ることで、働く人が職場で活動的に過ごすための具体的

な対策を講じることができると考えられています3)。具

体的な対策について、図３にまとめています。これらは

概念的な整理であり、費用面なども考慮すると、実現可

能性が低い事例も含まれます。ここで示された対策を念

頭に置きながら、費用対効果の視点も踏まえて、実際の

取組を決定していきます。

３ 具体的な対策

図３ 社会生態学モデルとCOM-Bモデルを組み合わせた具体的な対策3）

※ 各施策の番号については、次項の事例集の番号と対応。

※参考文献３を元に、令和４年度厚生労働科学研
究費補助金「健康づくりのための身体活動・運
動の実践に影響を及ぼす原因の解明と科学的根
拠に基づく対策の推進のためのエビデンス創
出」研究班により作成
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⚫ 上記の理論的な背景を踏まえ、具体的な職場での取組事

例をいくつか紹介します。

工場での身体活動促進によるHDLコレステロー

ルの改善（⑬⑭）

⚫ 日本の10の工場に勤める2,929人の労働者を対象とした

研究報告において、５つの工場には、身体活動に関する

情報提供、キャンペーンの実施、ウォーキングツールの

提供を実施する介入を行い、対照群となった５つの工場

には、個人への教育教材の提供のみを実施した結果、４

年間でHDLコレステロールが介入群では2.7mg/dL

（+4.8%）増えた一方で、対照群では 0.6mg/dL（－

1.0%）減少し、介入効果が認められました4)。

職場でのメタボリックシンドローム予防指導に

よる減量効果（⑬⑭）

⚫ 高血糖、高血圧、脂質異常など、メタボリックシンド

ロームのリスクを持つ日本人労働者 101人を対象とした

研究報告で、介入群には、管理栄養士や運動指導者によ

る食事と身体活動に関するアセスメント、目標設定、月

１回のアドバイス、食事と歩数のセルフモニタリングの

ためのウェブサイト利用を提供しました。対照群には、

これらを提供しませんでした。４ヵ月間の介入の結果、

体重、 BMI、血糖、インスリン、インスリン抵抗指数

が介入群で有意に改善しました5)。

職場での歩行介入による睡眠の質の改善（⑬

⑭）

⚫ 日本人の労働者490人を対象に、１日１万歩を目標とし

た歩行介入を実施した研究報告で、対照群は設定してい

ませんが、４週間、歩行介入することで、睡眠の質が改

善しました。特に、運動習慣がない集団では、歩行介入

により睡眠の質がより大きく改善しました6)。

職場での昼休みを利用した運動指導（⑬⑭）

⚫ 日本の11の職場に勤める労働者59人を対象に、職場単

位での運動として、昼休みに週３回の運動指導を実施し

た研究報告では、運動指導を提供せず、日常生活を維持

するように指示した群と比較して、10週間、職場単位

で介入を行った群では、活力、対人ストレス、ソーシャ

ルサポート、仕事の満足度などに改善を認めました7)。

職場の環境改善を含む多要素介入（⑥⑬⑭㉓㉔

㉕）

⚫ 日本の８つの職場に勤める労働者208人を対象に、環境

改善を含む多要素介入を実施した研究報告では、フィー

ドバック及び通常の労働衛生サービスのみを提供した対

象群と比較して、多要素介入を実施した群は、３ヵ月間

の介入を実施した結果、身体活動の増加を認めました。

ただし、大～中規模事業場では介入効果が認められた一

方で、小規模事業場では介入効果が認められませんでし

た8)。

職場での高強度インターバルトレーニングによ

る効果（⑬⑭）

⚫ 日本人の労働者32人を対象に２群に分け、１つの群に

は高強度インターバルトレーニングを８週間実施した後

に食事制限を３週間実施し、もう一つの群には先に食事

制限を３週間実施した後に高強度インターバルトレーニ

ングを８週間実施したことろ、11週間で両群ともに、

身体組成、メタボリックシンドローム危険因子、全身持

久力が改善しました9)。

高齢労働者に対する多要素介入の潜在的有効性

（①⑪⑬⑭）

⚫ シルバー人材センターで働く高齢労働者69人を対象に

検証した研究報告では、運動・栄養・社会プログラムか

ら構成される多要素介入は、筋力や敏捷性、バランス能

力など高齢労働者の就業転倒危険因子を低減する上で効

果的な戦略となる可能性が示されました10)。

オフィス労働者の身体活動を促進する包括的・

多要素プログラムの実施可能性（⑦⑪⑬⑭㉒）

⚫ 20歳以上のオフィス労働者76人に対して、８週間の包

括的・多要素の身体活動促進プログラムを実施し、その

うち50人の解析対象者について、身体活動量を分析し

た研究報告において、介入前後で１日当たりの中高強度

身体活動（MVPA）は7.3分、歩数は873歩、有意に増

加しました。また、40人については勤務日と休日、34

人については出社勤務日とリモート勤務日に分けて追加

分析を実施したところ、勤務日において、１日当たりの

MVPAが10分、歩数が1,172歩、休日では歩数が1,310

歩、リモート勤務日ではMVPAが7.1分、歩数が826歩、

有意に増加したことが確認されました11)。

オフィス環境改善による座りすぎ解消効果（㉒

㉖㉗）

⚫ オフィス環境改善の前後で、座りすぎの解消効果を評価

するとともに、定点カメラによる動画撮影と最新の

ディープラーニングを活用した画像解析技術を用いるこ

とで、オフィス環境改善に伴う活用スペースの変化を検

証した研究報告12)では、リノベーション実施群（13

人）では、対照群（29人）と比較して、座位行動が１

日40分減少しました。また、立ったり歩いたりという

低強度の身体活動が１日24分増加しました（図４左）。

AIによる画像解析の結果、リノベーション後に回遊型通

路の活用が多くなっていたことに加え、増設された共用

席の中では、入口近くや窓際の活用度が高いという特徴

が見出されました（図４右）。さらに、同様の環境改善

を伴うオフィス移転によって、腹囲、HDLコレステロー

ル、 HbA1cの維持・改善が認められました13)。

４ 事例集

事例２

事例１

事例３

事例４

事例５

事例６

事例７

事例８

事例９

※ 各丸数字については、前項図３の施策の番号と対応。
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⚫ 労働者を対象としたこれまでの研究結果から、身体活動

量が多いほど、循環器系疾患のリスクが低く、抑うつな

どの健康指標が良好であり、また、仕事中の座位行動が

多いほど、健康リスクは高まることが示唆されています。

職場における身体活動介入では、多様な要素を用いた介

入が実施されており、概ね健康指標への好ましい影響が

観察されています。今後、さらに研究結果が蓄積される

ことで、取り組むべき課題が明確化され、標準的な介入

プログラムも整理されてくると期待されます。

５ まとめ
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図４オフィス環境改善による座りすぎ解消効果12）
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